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岡部孝好
1. 2つのエージェンシー関係
いまある企業の経営者が，自己の製造過程に投入するために，中間生産物
一例えば部品一一そを入手すると決めたとする。この場合に，経営者が，既
存であれ新設であれ，社内の事業部にその製造を命ずるとすれば，命令を下
す最高経営者と命令を受ける事業部の管理者一一事業部長ーーーとの間には，
「任せた一任せられた」という典型的なエージェンシー関係 (agencyrela-
tionship)が生まれる。一定の範囲内とはいえ，最高経営者はプリンシバル
(principal)として事業部長に意思決定権限を委譲するし， また事業部長
もエージェント (agent)として， プリンシパルの目的を実現するよう行動
する。
しかし，中間生産物を入手する方法は社内での製造ーー内製ーーだけでは
ない。同じ目的は，十分な製造能力（技術，設備など）を備えた他の企業を探
し，その企業に製造を委託すること一一外注ーーによっても達することがで
きる。この場合には，委託を受けるのは外部の企業であるが，にもかかわら
ず両者の間には「任せた一任せられた」というエージェンシー関係が成り立
っており，ェージェントはプリンシパルの意向に沿って，プリンシバルのた
めに製造する。ここでは，委託した企業の経営者がプリンシパル，受託した
企業の経営者がエージェントである。
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これらいずれのエージェンシー関係によっても，技術に差がないとすれ
ば，同様の生産要素が，同様のやり方で組み合わされるし，また産み出され
る中間生産物にもさしたる違いは生じない。にもかかわらず，いずれを選ぶ
かの決定は，一般に「メイク・オア・バイ」(make-or-buy)とか「内外製」
の意思決定といわれ，きわめて重要な意味をもつものと考えられている。
会計文献においてこの意思決定が重視されるのは，この選択によって製品
のコストに大きな遮いが出るという理由による。しかし，この「メイク・オ
ア・バイ」というのは，同じ生産物の生産にまったく異なる様式を採用する
ことを意味しており，単なるコストの進いにとどまらない。この点は，それ
がもつはずの，次のようなインプリケーションを考慮してみるといっそう鮮
明になるであろう。
(1) 内製するということは，この中間生産物に関しては，組織内におい
て，「指令」 (fiat)によって資源を配分することであり，外注するという
ことは市場で交換する一ー「買う」—ーということである。つまり，こ
の選択は，資源配分を組織内取引によって行うかそれとも市場取引によ
って行うかということであり，大袈娑にいえば「組織か市場か」の対立
問題にかかわっている。
(2) 内製するとすれば，製造のインプット（技術・情報，設備，原材料，人的
資本など）としては主として組織内部の資源が利用され，エージェンシー
関係も企業内の権限委譲関係にもとづいて形成される。いい換えると，
生産で利用されるのは会社が財産権 (propertyright) をもつ資源であ
るし，プリンシバルとエージェントの関係も雇用契約を基礎にする。こ
れに対して外注方式によれば，製造のインプットに対する財産権もアウ
トプットに対する財産権も基本的に取引先企業に帰属し，エージェンシ
ー関係には雇用契約は含まれない。市場における交換を通じて，生産物
が取引されるだけである。したがって，これら 2つの間の選択は，財産
権の配分や雇用契約の在り方という問題にも深くかかわっている。
(3) 内製する場合には，生産にともなうリスクはほとんどがプリンシパル
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の側で引き受けられるのに，外注すれば，それがエージェントの負担に
なることが多い。例えば過大生産のために損失が生じた場合も，内製す
ればそれは事業部（したがって本社）のロスになるが，外注すればそれは
相手企業の負担になるであろう。したがって，この意味からすれば，こ
の種の選択は，どのような危険分担関係 (risksharing relationship) 
を選ぶかの問題と不可分に結びついている。
もし「メイク・オア・バイ」の意思決定にこのような重大なインプリケー
ションが含まれているとすれば，これらの点をまったく無視して，それを会
(1) 
計技術の問題に矮小化してしまうのは適当とは思えない。ヨリ広い観点から
この意思決定を取り上げ，この関連において会計情報が果たしている役割を
解明することが必要である。
本稿はこのような問題意識から「メイク・オア・バイ」の意思決定を検討
するものであるが，そのために，以下，次のように議論をすすめる。まず，
次の第2節で，「メイク」という決定になった場合における内部会計情報シ
ステム，特に事業部の会計システムを予備的に検討する。この準備にもとづ
いて，第3節では，「バイ」という決定によって生ずる企業間関係を，この
事業部組織との対比において分析することにしたい。そして，第4節では，
企業間関係において危険分担関係がもつ意味を詳細に検討し，第5節以降に
おいて，それとの関連において，「企業間の会計情報システム」の性格を問
うことにしよう。
2. 「メイク」の意思決定と会計情報
2. 1 エージェンシー問題
さて，まず「メイク」と決めて，中間生産物を内製する場合から考えてみ
(1) 会計の教科書ふうにいえば， 「メイク・オア・バイ」の意思決定は， 将来的な
キャッシュ・フローの流列を見積り，割引現在価値を比較するという資本予算の
手続きになる (see,Bierman, Halord, Jr., and Thomas R. Dyckman, 1971, 
pp. 318-322.）。 この場合， 問題の核心は費用の最小化であるから， その基本思
考はコースの命題と同じである点に注意されたい。
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よう。内製するには，技術・情報，設備，原材料，人的資源など，生産要素
が必要であるから，新規に購入するにせよ，未利用の社内資源を活用するに
せよ，あるいは効率の低い社内資源を転用するにせよ，いずれにしても組織
内部の経営資源を，必要なだけ，その生産のために割り振らなければならな
い。この割当てによって組織内に資源の集まりができるが，それは独立の活
動単位ないし管理単位をなし，例えば事業部として組織の下部単位(subunit)
に位置づけられることになる。
このようにして下部組織単位を設定した場合には，管理者一ー事業部長一一
を選任して，その人に意思決定権限を委譲するのが普通である。製造をすす
めるのに必要な情報はどうしてもローカルに発生するため，喋境の変化に柔
軟に，また迅速に適応していくには，本社の最高経営者にいちいち情報を移
転し，その指示を仰ぐよりも，分権化して，情報の発生源に近い下部単位の
(2) 
管理者に権限を委譲した方が効率が高まる。かくて，社内にいる特定の管理
者がエージェントに指名され，その人が，与えられた権限内で下部単位の管
理にあたることになる。
このように，内製する場合には，製造に必要な資源は社内のものが利用さ
れるし，エージェンシー関係も雇用関係を基礎にする。製造に利用される資
源は事業部長の管理下におかれるが，それはプリンシパル側の最高経営者か
ら供与されたものにほかならない。それを「所有」するのはさしあたっては
最高経営者，最終的には株主であると考えられる。この所有構造(ownership
structure)のため，資源の利用による成果ないし果実も，財産権をもつプ
リンシバル側に帰属し，効率的な資振の利用による利益も非効率的な利用に
よる不利益もともにプリンシパルの富一ー財産―を増減させる結果になる。
いい換えると， リスクの主な負担者はプリンシパルであり，「雇われた経営
(2) カープランによれば，分権化がすすめられるのには，（1）情報の特殊化，（2）対応
の適時性，（3）中央管理者の時間の留保，（4）処理の複雑性の増大，（5）ロー カル管理
者の訓練，（6）ローカル管理者の動機づけ，といった理由がある (Kaplan,1982, 
ch. 13.)。
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者」ーーエージェントーーは， 一定の範囲内でしかこのリスクに参加しない。
この意味で，事業部においては「所有と経営の分離」が文字通りの形で成り
立っているということができる。
このような「所有と経営の分離」が成り立つと，行動の選択とその結果の
帰属とが分化され，いわゆるエージェンシー問題 (agencyproblems)が起
きがちになる。エージェントはプリンシパルの依頼を受けて， プリ・ンシパル
の利益のために行動するが，エージェントが合理的行動を選択するかぎり，
その行動が常にプリンシパルに最適だという保証はない。そればかりか，プ
リンシパルの目標とエージェントの個人目標との間に食い違いが生じた場合
には，エージェントは，プリンシパルの利益を犠牲にしてでも自分の利益を
優先させる可能性すら存在する。そこで，エージェンシー問題を人為的にコ
ントロールして，それによるロスを削減することがプリンシパルにとって切
実な課題になってくる。
2. 2 意思決定権限の制約
この関連でまず重要になるのが，「どこまで任せるか」という意思決定権
限の配分にかかわる問題である。事業部長に委譲する意思決定権限を拡大す
ると，その裁量の余地は拡がり，喋境適応の柔軟性は増すであろう。しか
し，他方で非最適な意思決定の可能性も増大して，エージェンシー関係によ
るロスも大きくなるおそれがある。管理の効率が高まっても， ロスの方が大
きければ権限委譲はよい結果をもたらさない。そこで，エージェンシー問題
の危険が大きい場合には，意思決定の自由を制限し，それだけプリンシパル
の介入の程度を引き上げるということが考えられる。委譲する意思決定権限
を狭く限定すれば，エージェントの意思決定の自由は少なくなり，下部単位
の行動の柔軟性は損なわれるが，この限定は，他方において，エージェンシ
ー関係によるロスを一定の範囲内に封じ込むという効果をもつ。そこで，組
織内部における意思決定権限の配分においては，予想される危険に応じて権
限を制限すること， ョリ具体的にいえば，エージェントの管理下におく資源
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を特定し，許容される行為の集合を明確にすることが重要になる。
中間生産物を内製する場合に事業部長が決めなければならない問題は数多
い。生産要素をどこからどれだけ調達するか，生産数量をどれだけにする
か，製品をどこにどれだけ引き渡すか，在庫をどれだけ保有するか，引渡価
格（振替価格を含む）をいくらに決めるか，設備を増設するかどうか，資金を
外部から調達するかどうかなどがその例である。これらの意思決定において
事業部長の権限 (authority)を強く制約すると，最高経営者が関与する事項
が増えて，事業部の自律性 (autonomy)は低下する。何から何まで最高経
営者が指示するとなれば，事業部で決められることはなくなってしまう。反
対に，事業部長が自由に選択できる範囲を拡めると，それだけ事業部の自律
性は高まってくる。プリンシプルがすべてを任せれば，事業部のことは全部
事業部で独自に決めることができる。
このような事業部の自律性は，重要なことに，事業部長が負う「責任」
(responsibility)と裏腹の関係をもっている。事業部長が大きな権限をもつ
ということは事業部長が管理できる範囲が広いことを意味し，それだけその
責任も包括的にならざるをえない。いわゆる「管理可能性」(controllability)
は，一部は技術的要因にもよるにしても，そのかなりの部分は委譲される権
限によるから，事業部長の権限が大きくなって裁量の余地が拡がると，それ
にともない事業部長に賦課される責任も重くなるのである。
2. 3 業績評価と動機づけ
エージェンシー問題をコントロールする第2の方策は事業部長の動機を醸
成して，エージェントがプリンシパルの利益に沿って行動するよう仕向ける
ことである。エージェントがプリンシバルの利益を増進するよう行動した場
合には賞を，逆の場合には罰を与えるとすれば，罰を避け，賞をえようとす
るエージェントの利己的行動が結果においてプリンシパルの利害を増進する
ことになる。これが可能であれば，そのかぎりで，利害の不一致は縮減さ
れ，下部組織と上部組織との間でいわゆる目標の一致 (goalcongruence) 
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が達成される公算が大きくなる。
このような「賞罰のシステム」は，株価など，市場の指標にリンクされて
いるものも少なくない。例えばエージェントヘの報圃としてストック・オプ
(3) 
ション (stockoptions)を提供すれば，株価の上昇はプリンシパルにとって
だけでなく，エージェントにとっても有利になるであろう。そこで，エージ
ェントは株価最大化という目標に向けて意思決定を行い，この結果としてプ
リンシバルの利害を増進することになりやすい。
このような動機づけの機構としては，そのほかに，人為的なインデッキス
(index)もよく利用される。ある一組の会計手続きによって測定した「事業
部利益」ー一それをどう定義するにせよ一を事業部長の「業績」のインデッ
キスにすると決めておき，その多寡によって事業部長に「賞罰」を与えると
いうのがその例である。プリンシパルの利害を増進した程度を「事業部利
益」というモノサシで評価して，この業績評価をボーナスや昇給などの給与
制度とか，昇降格，配置替えなどの人事制度にリンクさせるのである。この
賞罰のシステムヘのリンクが事前に予想されていれば，それはエージェント
に動機を与え，プリンシパルにとって望ましい結果を導き出すのに役立つで
あろう。
この業績評価は，事業部長に委譲した意思決定権限に対応しているのが望
ましい。権限が及びえないことに責任を問えば，いわゆる「権限を越える責
任」という問題を引き起こすし，また権限を与えて責任を免除すればコント
ロールの有効性は損なわれる。意思決定権限の配分，業績評価のシステム，
賞罰のシステムの間には有機的な関連性が保たれていなければならず，それ
(3) ストック・オプションにはいろいろなヴェリエーションがあるが，それは基本
的には新株の買取請求権を意味する。例えば，ストック・オプションによって経
営者が自分の会社の株式を購入できる価格がE, その数量がQと定められている
場合，市場株価PがE以下では経営者には何の利益も生じない。しかし，市場株
価PがEを上回ると (P-E) Qの利益が生まれるから，経営者は市場株価Pを
押し上げるように強く動機づけられ，このことの結果として株主の利害が増進さ
れることになる。
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らがバラバラでは意味をなさないのである。
2. 4 内部会計情報システム
さて，事業部長に意思決定を委譲すれば，権限の範囲内で意思決定が行わ
れているかどうか，それがプリンシパルの利益に沿っているかどうかなど，
エージェントの行動を監視し，逸脱行動をコントロールしていく必要性が生
まれてくる。エージェントに委託されているのは社内の経営資源であり，そ
れが効率的に利用されなければ結局はプリンシパルがそのロスを引き受けな
ければならない。そこで， 内部（管理）会計情報システムを通じてエージェ
ントの行動をモニターし，意思決定を制御することが重要になる。
内部会計情報はまた下部単位の業績評価においても重要な役割を果たす。
事業部の「業績」というのは目に見えず，特定のインデッキスに具体化され
なければ動機づけの意味を失うが，会計数値という形でそれを当事者に明確
に示すのが内部会計情報システムの重要な働きの 1つである。
このような内部会計情報システムについては，いくつかのクイプが知られ
ている。事業部の管理者に賦課されている貨任は同じではないから，その具
体的な形態は組織によって大きな進いが生まれるのである。カープランによ
れば，分権化組織の会計情報システムについては次のようなタイプがある
(Kaplan, 1982, ch.13.）。
(a) 標準原価センクー (standardcost centers) 
(b) 収益センター (revenuecenters) 
(c) 裁量費用センター (discretionaryexpence centers) 
(d) プロフィット・センター (profitcenters) 
(e) 投資センター (investmentcenters) 
これらの中で，（a）標準原価センクーはコスト・センターともいわれるが，
それは大まかにいえば，事業部を生産だけを担当する下部単位と位置づけ，
一定の範囲内のコストで製造するように「原価責任」を定めようとするもの
である。原価責任に見合う形で標準原価を決め，その標準原価からの乖離を
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測定することによって事業部長の業績を評価するなどの方法が中心をなす。
(b)収益センターはこの考え方をマーケティング部門に適用したもので，事業
部長の負うべき「収益責任」を定め，その達成度を追跡できるように会計測
定を行う点に特徴をもっている。 (c)裁量費用センターは，管理部門，研究開
発部門など，成果の測定が困難で，裁量に任せる余地が大きい活動に適用さ
れるが，そのコントロールに有効な会計技法はあまり多くはないといわれ
る。これに対して，（d）プロフィト・センターの場合には，事業部長にヨリ広
汎な権限を与えて，総合的な「利益責任」を課し，収益と費用の両方を事業
部長の管理下におく。一般に「事業部利益」を測定し，それを通じて事業部業
績を評価する方法が採用され，実務で最もよく利用されているものである。
さらに，資金調達や設備投資にまで事業部長の意思決定権限を拡げるなら，
事業部を独立性の強い(e)投資センターとして， 例えば投資利益率 (ROI)を
測定するなどによってその業績を評価することになる。いずれにせよ，「メ
イク」と決めた場合には，組織内の下部単位について何等かの形で業績の測
定を行い，その業績を評価する会計情報システムが不可欠になってくるので
ある。
3. 「バイ」の意思決定とコントロール
3. 1 調達先の選定
次に， I司じ生産物を外部の企業から調達する場合に目を向けよう。この場
合に，見ず知らずの取引相手と，その場かぎりの取引を行うことももちろん
ないでない。必要な中間生産物がどこにでもある標準的な商品で，それを売
買する市場がよく組織化されていれば，取引相手が誰かを気にしたり，その
生産プロセスに関心をもったりする必要はないし，また商品が規格化されて
いるかぎり，品質不安も大きな取引障害にはなりえない。問厘は価格だけで
あり，一番安い価格を提示する売手と取引をすることによって，必要なとき
に，必要なだけ，市場から調達することができる。このような場合には，「バ
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ィ」に付随する問題はいたって簡単で，会計手続きの面からいっても購入原
価を帳簿に記入する程度の問題しか残らない。
しかし，現実には，多くの場合，このように教科書通りにはすすまない。
必要な中間生産物はしばしば特殊で，どこにでも売られている標準的商品で
はない。また品質の不確実性も大きく，誰がどのように生産したかによって
(4) 
性能などに大きな開きが出るのが普通である。さらに，納期という点でも大
きな不確実性があり，適時の入手は必ずしも保証されていない。次の生産フ゜
ロセスに投入するために調達するのだから，その品質が基準以下であれば最
終製品に重大な障害が出るし，また納品の適時性もきわめて重要な要素にな
る。納品が早すぎれば買手側で在庫を保有しなければならないし，納品が遅
(5) 
延すれば生産ラインが中断して，大きな損失が出てしまう。
このような状況では，市場の匿名的な取引相手から随意に調達することは
事実上不可能であり，指定した仕様の中間生産物を，指定期日に，指定した
数量だけ供給できる企業—以下供給企業という一を選定して， その経営者
と長期にわたる特別の供給契約を結ばなければならない。誰に製造を委託す
るかによって品質納期，価格，アフターサービスなどに大きな遮いが出る
可能性があるから，まず港在的な生産能力をもつ企業を探索して，その中か
ら最良の取引先を選別するのである。この選抜のプロセスは，一般に供給先
選定の意思決定 (sourcingdecision) と呼ばれ，調達管理 (procurement
(6) 
management)の最も重要なステップに数えられている (Corey,1978)。
(4) 中間生産物を売買する市場でのマーケティングーー産業マーケティング (in-
dustrial marketing)は，製品が技術的に特殊である，買手が組織である，買手
との間に密接で継続的な関係がある，などの特徴をもっていて，消費財のマーケ
ティングと大幅に違うといわれている。 Corey (1983)を参照されたい。
(5) 内部会計の文献で納期の重要性が指摘されるのは稀であるが，コストや品質と
ともにこれもまたきわめて重要な要因である。なお，納期の不確実性がもたらす
結果に注目している内部会計の文献に Kaplan(1982)があるので参照されたい。
(6) ここでは取り上げないが，この取引先選別のステップにおいても会計情報が利
用される点に注意しよう。取引相手を探査して，よい契約に持ち込むには取引履
歴情報など多数の情報が必要不可欠である。
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このような調達先の選定は，内部組織において事業部長を選任するのと同
じ意味をもち，エージェンシー関係の始点となる。明示的契約を結んで製造
を委託すれば，受入企業の最高経営者はプリンシパルになるし，供給企業の
経営者もエージェントとしての立場を確保する。それぞれは市場における独
立の取引主体であるが，合意の成立によって双方が指定された取引条件で履
行する義務を負う。いわゆる強制力を伴う契約 (obligatorycontracting) 
が成り立ち，これによって緊密な企業間開係 (interfirmrelation)が生まれ
るのである (Williamson,1985)。この企業間開係は，場合によっては，組
織内部における本社と下部単位との関係と見分けがつきにくいほどまで濃密
(7) 
化してしまう。
3. 2 取引の構造化と相互依存
このエージェンシー関係が成り立てば，供給企業の経営者は，技術，設
備，人的資本を含め，必要な資源を非標準的な製品の生産のために特に割り
当て，製造を準備しなければならない。この準備は資源を特殊な用途に振り
向け，その汎用性を失わせることを意味するから，それに対する投資は多か
れ少なかれサンク・コスト (sunkcost)にならざるをえない。生産や取引
に利用される知識や技能にしても， それらは業務特定的 (job-specific)と
なって，他に転用してはそのコストを回収しえない。程度の差はあっても，
この点は受入企業の側も同様で，特定の取引先といったん契約してしまえ
ば，回収不能なサンク・コストが多かれ少なかれ発生する。かくて，いった
んこの種のエージェンシー関係が成立すれば，双方で特殊資産への投資が進
み，取引相手を変更しにくい状況がどうしても生まれてしまう (Williamson,
1985)。固定的な取引相手との間で取引を繰り返す方が有利になり，あたかも
(8) 
組織内部のそれででもあるかのように取引が「構造化」されるのである。
(7) この契約の典型が下請契約 (subcontract)である。下請はときに「分工場」
といわれ，組織内の工場と同等に扱われることすらある点を想起されたい。
(8) 特殊資産への当事者の投資は取引を継続化・長期化する傾向をもつが，将来に
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このような取引の構造化は，両者の間に強い相互依存関係を生まずにはお
かない。それぞれは別個の企業であるから，環境に最もよく適応するよう，
自己の責任において最適な行動を選択するであろう。しかし，それぞれの経
営成果は自分の意思決定だけによっては定まらず，かなりの程度まで相手企
業の意思決定に依存する。例えば，供給企業の業績にしても，それはその経
営者がどう計画するかによりも，受入企業がどのように計画し，どれだけ発
注するかに大きく左右されるであろう。同様に，受入企業の業績も供給企業
の行動の影響を受け，それがどう生産するかによって最終製品のコストにも
大きな遮いが現れてくる。自己の行動が相手の結果に，相手の行動が自己の
結果に影響を与えるという相互依存関係が生まれ，それぞれの最終結果は，
自己の行動と相手の行動の合成的結果として実硯されることになる。
3. 8 協調とコンフリクト
このような相互依存関係がある場合には，相手の意思決定を無視して行動
しては不利益をこうむることになりかねない。そこで，自己の行動を選択す
るまえに，相手の計画に十分な注意を払い，相手の行動に合わせて意思決定
を行うという協調行動 (cooprativebehavior)が自然に導き出される。双方
とも市場における別個の取引主体でありながら，それぞれは独自に行動を選
択せず，連携して行動するのである。例えば生産計画を立てる場合にも，事
前に相手の生産計画を綿密に検討し，それに適合するよう自己の計画を調整
することになる。
しかし，このような協調は，両者の間の利害の一致を意味するわけでは必
ずしもない。受入企業は市場の買手であるから，できるだけ良質の中間生産
物を，できるだけ安く入手したい。供給企業は売手としてできるだけ安く製
取引が継続するという確かな予想がなければ投資も行われないとすれば，因果の
連鎖は「投資⇒長期取引」としてのみでなく， 「長期取引⇒投資」とみること
もできる。いずれにしても， 2つが互いに補完し合いながら，襲係が累積的に深
まっていく点に注意しよう。
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造して，できるだけ高く売りつけたい。それぞれは独立の取引主休であっ
て，自己の利益を犠牲にしてまで相手に奉仕するよう動機づけられてはいな
い。この渚在的コンフリクトのために，供給企業にとって最適な行動が受入
企業にとって必ずしも最適ではないという場合がどうしてもでてくる。つま
り，この場合にも，ェージェントが必ずしもプリンシパルの利益を最大によ
るようには行動しないために，ェージェンシー問題が発生するおそれがある
のである。
したがって，企業と企業とが単に受動的に行動を調整をするだけでは，多
くの場合，問題は片づかない。ヨリ積極的に，取引相手を自己の利益に沿う
よう誘導したり，制御したりする努力が大切になる。ちょうど組織内部でそ
うするように，この場合にも取引相手の行動を意識的にコントロールする管
理システムが重要になってくるのである。
3. 4 取引のコントロールとその機構
既に述べたように，長期取引の場合には当事者は多かれ少なかれ業務特殊
的投資 (job-specificinvestment)をしているが，その額は普通は供給企業
の方が多い。この情況において，受入企業が「バイ」から「メイク」へ切り
換えるとすれば，供給企業は大きな打撃を受けるであろう。それは「解薦」
(9) 
に等しく，サンク・コストを回収する途を封ずる。また「バイ」という方針
は変えなくとも，調達先を乗り換える可能性が大きければ，これも供給企業
にとっては大きな脅威である。これらの脅威はエージェントの機会主義的行
動 (opportunism)を抑制して，ェージェンシー問題の顕在化を防ぐ効果が
大きいから，受入企業が淮在的な製造能力を留保したり，新しい調達先を導
(9) 供給企業は注文を失えば，そのサンク・コストを回収できないが，受入企業も
供給源を失えば新たにコストを払って，取引先を開拓するか内製することを考え
なければならない。この内製には，当然のこととして新規の投資が伴うし，また
規模の経済の問題もある。したがって，取引先の固定化の問題は，売手側からだ
けでなく買手側からも考えなければならない。
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入したりするとそれは重要なコントロールの手段になる。カーリィも， 「1
つの購買戦略は，買手企業の中で大きなシェアーをえるためにすすんで価格
を引き下げる，新しい供給者を導入することである。」 (Corey,1983, p. 71.) 
と述べ，競争状況の創出を 1つの戦略に挙げている。日本の自動車会社など
でも「複発注制度」を採用しているところが多いといわれている（浅沼，
1984)が，それも同じ考慮にもとづくものと考えてよいであろう。
しかし，取引される商品が特殊であればあるほど市場は狭くなりがちで，
競争圧力によるディシプリンには大きくは期待できない。いわゆる「少数
性」のために，この種の取引は大きな機会主義的行動の危険にさらされる
(Williamson, 1985)。そこで，企業間の場合にも，エージェントの意思決
定に枠を嵌めたり，ェージェントを動機づけたりして，エージェンシー問題
を回避する手立てがしばしば重要になる。市場メカニズムを利用しながら
も，契約によってエージェントの行動を誘導・制御しなければならない。
まず，エージェンシー問題の危険が大きければ，事業部でそうするように，
この場合にも供給企業の行動をタイトに絞るということがまず考えられる。
供給企業の経営者が採用できる行為の集合を事前に限定しておいて，モニク
リングを通じてそれからの逸脱を防止するのである。受入企業が課すこのよ
うな行動制約は組織を跨ぐ点に特徴をもっていて，一般に垂直的拘束(verti-
cal constraint)一それも川上企業 (upstream)への垂直的拘束ー一→といわれて
いる。
このような垂直的拘束の一般的な事例として取引制限がある。他の顧客と
は一切取引をせず，受入企業だけと排他的な取引を行う契約一ー専属哭約―--
とか，他の顧客との取引は排除しないものの，受入企業に対して優先的な取
(10) 
引を行う契約ー一優先特約契約一~などがその例である。これは事業部に引
き直していえば，外部販売を許容しないとか，内部販売を優先させるなどの
(10) 専属契約は，販売機会に関して，供給企業からポートフォリオを組む自由を排
除することを意味する。したがって，この種の行動制約はリスク負担とも不可分
の関係をもつ点に注意されたい。
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権限制限に相当し，販売政策に関する供給企業の行動機会を狭める効果をも
(11) 
つ。
このような行動制限は供給企業の販売活動にとどまるとはかぎらない。そ
れはさらに遡って，供給企業がどこから調達するか，どのように生産する
か，品質や納期をどう管理するかなど，調達や製造の全プロセスに及ぶこと
が少なくない。そのほか，新規設備投資を要求したり，技能育成や研究開発
を「指導」したりする例も多数あり，なかには財務政策や経営の基本方針に
までクッチするケースもあるという。いずれにしてもこのように，受入企業
が供給企業の意思決定に介入すれば，受入企業の意志が組織の枠を越えて供
給企業の中に滲み込むのは明らかである。 カー リィ (Corey, 1978)の表現
をかりれば，市場の向う側にいる生産者の中に買手企業が入り込み，「侵入」
(intrusion)といわれる現象が起きてしまうのである。この傾向は，例えば
自動車製造会社のように，外部調達のコストが売上の半分以上を占めるよう
な場合に特に顧著だといわれている。
受入企業が供給企業の行動を拘束すれば，供給企業の経営者がもつ意思決
定の自由は削減され， それだけ供給企業の自律性は低下する。「侵入」が深
まれば深まるほど，受入企業の意思決定権限が肥大し，供給企業がもつ管理
可能性は低下してしまう。したがって，もし責任と権限との間に対応関係が
あるとすれば，このような「侵入」は，意思決定権限だけでなく，それに対
応する責任をも供給企業から受入企業に移転させる結果になるであろう。
「侵入」の増加に伴い，受入企業の経営者は供給企業の経営成果に対して大
きな責任を負わなければならなくなる。
受入企業がどのような意思決定領域に介入するか，そしてどの程度まで深
く関与するかは，その「責任」の所在とも絡んで，当事者間における会計情
報の流れに大きな影聾を与えると考えられる。しかし，この点を明らかにす
(11) 内部組織では，この権限委譲問題が「責任」にかかわっていて，例えば外部に
売れないのに「利益責任」をどこまで課すかといった問題を引き起こすことを想
起されたい。
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るためには，その前に，インセンティプの問題をもう少し詳しく検討してお
く必要があるように思える。そこで，次節で，ェージェントの動機を少しば
かり分析して，その上で会計情報の検討に進むことにしたい。
4. 危険分担関係と動機づけ
4. 1 取引条件の決定と取引の誘導
さて，ェージェンシー問題をコントロールするもう 1つの仕組みはインセ
ンティプの供与であるが，この関連においては，相手の行動のいかんによっ
て利益や損失を残す仕組み一「賞罰のシステム」ー一ーが重要になる。「メイ
ク」の場合にはエージェントの業績とそれが受け取る報酬とをリンクさせる
が，それと同じ理由で，供給企業の「業績」とその「報酬」とを何等かの形
で結びつけることが「バイ」の場合にも不可欠になってくる。
独立の企業間の関係では，エージェントとプリンシパルを結びつけている
のは雇用契約ではないし，また生産要素に対する財産権の所有者もエージェ
ントであって， プリンシパルではない（受入企業の出資，貸付はないと仮定され
ている）。しかし，一般的にいえば，こうした所有と経営の一体化は，市場メ
カニズムを媒介にして，かえって賞罰のシステムを厳しく作用させることに
なりやすい。市場メカニズムの働きは，供給企業の経営者に富の減少という
ペナルティを課したり，富の増加という報奨を直接に与えるからである。こ
のほか，安定した利益の流列が好ましいとすれば，利益の分散ーーリスクー
を増減させるという経路によっても賞罰を賦課することも考えられる。
供給企業の経営者が受け取る，このような意味での「報酬」は共有の現境
がどう推移するかに大きくに依存する。例えば，最終製品の需要が減退して
受入企業が苦境に立っているのに，供給企業だけが繁栄を享受するようなこ
とはありえない。しかし，それはまた取引条件ー一取引デザイン一ーにもよっ
ていて，全体のパイを当事者の間でどう分配するかにもかなりの程度まで影
響される。この点はやや複雑なので，取引数量の調整と取引価格の調整とに
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分けて検討しておこう。
4. 2 取引数量の調整
特殊な資産に投資している場合，どの程度の操業度を維持できるかは供給
企業にとっては決定的に重要な問題である。この操業度に直接に影署するの
が受入企業の発注量であり，発注が減少すれば，供給企業の操業度が低下し
て設備の遊休が増加する。特に供給企業の販売機会を強く制約している場合
にこの影響は重大である。
受入企業が販売する最終製品の需要が不安定であれば，供給企業に対する
発注も不安定になるのは当然のことである。しかし，受入企業の販売数量に
大きなバラッキがある場合にも，受入企業の側で十分な在庫を保有すれば，
それはそれ自身の生産水準を安定させるだけでなく，供給企業への発注量を
も安定化し，さもない場合よりも取引数量のバラッキを小さくすることにな
る。この取引数量の安定化は設備の遊休を防ぐのみでなく，供給企業の側で
の在庫保有の必要性を削減することになり，費用の節約をもたらすであろ
う。つまり，最終製品の需要が不安定でも，そのリスクが受入企業の在庫政
策によって吸収されるかぎり，それは供給企業にまでは及びえない。
これに対して，受入企業が在庫を極力圧縮する場合には，受入企業の方に
費用の節約が生ずるであろう。保管費，金利などの費用はもとよりとして，
陳腐化・品質低下・減耗などの損失，さらには売れ残りの危険なども受入企
業は回避することができる。しかし，供給企業の側からすれば，この在庫政
策は取引数量がたえず増減し，生産水準が安定しないということにほかなら
ない。最終製品の需要の増減はただちに中間生産物の取引数量に跳ね返り，
供給企業の費用を増加させる結果になってしまう。受入企業の側でリスクを
吸収すればそれだけ供給企業のリスク負担は軽減されるのに，受入企業がそ
れを直接に転嫁するために，供給企業が負担するリスクが増大することにな
塁）
(12) 在庫政策以外にもリスクを転嫁する方法は多数ある。例えば，受入企業の方も
「メイク・オア・バイ」の意思決定と会計情報システム(1)（岡部） （447)161 
このように，受入企業の在庫政策でさえも大きな「外部効果」があって，
それによって取引数量のバラッキが変わり，受入企業と供給企業の間におけ
る危険分担関係は遮ってくる。一方がヨリ大きなリスクを負担すれば他方は
それだけリスク負担を軽減されるという状況が生まれるのである。したがっ
て，契約においてはこの危険分担関係が大きな関心事になって，いずれの側
でリスクを負担するかをめぐってしばしばコンフリクトが発生する。例えば
ジャスト・イン・クイム (JIT)方式によれば，受入企業のリスクは大幅に供
給企業に転嫁されるが，一定数量の長期買受契約，最低買入数量の保証，一
定率の買入保証（シェアーの維持）などを契約すると， 危険分担関係は逆にな
って，受入企業の方が大きなリスクを負担することになってしまう。問題は
それだけではない。このような危険分担関係はインセンティプヘも影響を与
えるから，この契約の選択によって供給企業が行う生産の効率も逮ってくる
可能性がある。
4. 3 取引価格の決定
取引条件のデザインにおけるもう 1つ重要な点は取引価格の決定である
が，カーリィによれば， それには次の3つのクイプがある (Corey,1983, 
p.69.)。
(1) 原価基準調達方式 (cost-basedprocurement) 
(2) 時価基準調達方式 (marketprice-based procurement) 
(3) 競争入札方式 (competitivebidding). 
これらの中で最も標準的なのは時価基準方式であるが，それを利用できる
生産設備をもっていて，最低需要を満たすかぎりでは受入企業が内製し，それを
越える部分を外注するとしよう。そうすると，実際の需要がD,受入企業のフル
・キャパシティがFだとすれば， D>Fのときには供結企業は (D-F)の注文
を受けるが， D~Fのときにはまった＜注文がなく，設備と要員を遊ばせること
になる。受入企業はいつも完全操業の状態に置かれているのに，供給企業だけが
需要の変動の波をかぶるのである。かくて，この方法は「景気変動の安全弁とし
て下請を利用する」ものと非難されることが多い。
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場合はそれほど多くない。時価によることができるのは多数の取引主体がい
て，よく組織化された市場がある場合だけであり，実際には基本素材（金
属，農産物など）などの取引に限定されている。中間生産物の場合には，少
数の，固定的な取引相手との間で，非標準的な商品を取引する場合が多く，
このためどうしても原価基準方式や競争入札方式によらざるをえなくなって
しまう。
原価基準方式にはいろいろな変種があるが，それは「コスト・プラス・コ
ントラクト」 (cost-plus-contract)に典型的にみられるように，売手の原価
（材料費，労務費，間接費など）に一定額—または一定パーセントー―ーの利益を
上乗せした金額を買手が支払うとすることが多い。この形の価格決定によれ
ば，契約後に要素価格が変動しても，そのリスクは受入企業に転嫁されて，
供給企業はその負担を免れることができる。要素価格が騰落すればそれだけ
中間生産物の取引価格も騰落し， 供給企業は一定額—または一定パーセント
一の利益を保証されるのである。この意味で，原価基準方式は供給企業の
不確実性を軽減する契約といえるであろう。この方式が，新しくデザインさ
れた部品のように， コストの不確実性が特に大きい場合によく利用される理
由はここにある (Corey,1983, p.70.）。
これに対して競争入札方式では，入札で価格が固定されるために，契約後
に供給企業の要素価格が変動すれば，そのリスクは供給企業だけの負担とな
って，受入企業の方には転嫁されない。しかし，原価エスカレーク一条項が
特別に付加されると，材料費，労務費などの変動によるリスクはその一部が
買手によって引き受けられ，供給企業の不確実性が削減される。またターゲ
ット・インセンティブ・コントラクト (target-incentivecontact)が採用さ
れると，天井価格としてターゲット・コストがまず定められ，売手の原価が
これを超えると，超過分が売手と顧客との間で分担されるから，売手の実際
の原価が予想原価より高くなっても，その損失は売手だけの負担にはならな
(13) 
い (Corey,1983, p. 73.）。
(13) ここでは供給企業が直面する要素市場の価格変動だけに注目したが，受入企業
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4. 3 取引条件とインセンティブ
このようにみてくると，受入企業の調達政策に大きな意味があるという点
がはっきりしてくる。受入企業がどのように在庫水準を保つか，どのように
調達価格を決定するかといったことは単に受入企業だけの問題ではない。そ
れは中間生産物の取引数量とその取引価格に影響を与え，供給企業の経営者
が受け取る「報醒」の水準や，それが負担するリスクにも大きなインパクト
を与えるのである。
これに密接に開連する第2の点は，こうした「報酬」の決定がインセンテ
イプに重大な影響を与えるということである。例えば，コスト・プラス・コ
ントラクトによると，これは供給企業の経営者に安定的な「報酬」一ー内部
組織でいえば「固定給」一—ーを約束することになり， 原価節約の動機を希薄す
ることになりやすい。それどころか，原価の一定パーセントを「報酬」とす
れば，原価が増加したほど取り分が増えるため，インセンティプは逆方向に
向かい，原価増加の方向へ動機づけてしまう可能性すらある。
したがって，取引条件をデザインする場合には，このインセンティプヘの
が販売する最終製品の販売価格が変動する場合にも同様の結果が生ずる点に注意
されたい。いま最終製品の小売価格が変動する場合に，この小売価格に連動する
形で中間生産物の取引価格を調整するとすれば，最終製品の価格変動は供給企業
にも波及するであろう。しかし，この場合に，中間生産物の取引価格が原価を基
準にして固定されると，小売価格が変動しても中間生産物の価格は動かず，供給
企業の収益は安定するという結果になってくる。小売価格の変動が及ぼす影響が
受入企業によって引き受けられるかぎり，供給企業はこのリスクから膜られるこ
とになるのである。
なお，現実の反復的取引においては，基本契約を締結して，そのときどきに価
格を微調整するのが普通だといわれる（浅沼， 1984)。つまり，発注，決済は月
次で行うが，価格交渉は，半年に 1回， 1年に 1回というふうに間歌的に行うわ
けである。この方式によれば， 原価にもとづいて柔軟に価格が動くようであっ
て，実際にはかなり「硬直的」となるから，要素価格の変動も小売価格の変動も
即時には中間生産物価格には反映されず，かなりのクイム・ラグをもつことにな
るであろう。
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影響をも考慮して，そのうえで「全休の生産システム」を効率化することが
重要な課題になってくる。例えば，コスト・プラス・コントラクトによる場
合でも，能率差異は補填しないと契約するなどして，非効率の責めを供給企
業の経営者に賦課する手立てを講じなければならない。ちょうど内部組織に
おいてそうであるように，この場合にも，効率的な生産には賞を，非効率的
な生産にはペナルティを賦与しなければエージェンシー問題は防止できない
のである。
それでは，供給企業と受入企業との間にこのような仕組みがあるとすれ
ば，それを支える会計情報システムはいったいどうなっているのであろう
か。供給企業の意思決定を制御したり誘導したりする必要があるとすれば，
企業の垣根を越えた会計情報システムが重要な役割を果たしていると考えら
れる。この会計情報システムがどのようなものであるかが次に問うべき問題
である。 （続）
